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一般社団法人　全国船舶無線協会　事務局

外資規制対象無線局の免許人は2023年 10月 19日までに役員等に関する事項の届出が必要です。

2023年 4 月20日、「電波法及び放送法の一部を改正する法律（2022.6.10　法律第63号）」の一部及び「放
送法施行規則等の一部を改正する省令（2023.4.14　総務省令第38号）」が施行され、施行日時点で海岸局、
無線標定陸上局等外資規制の対象となる無線局を有する免許人は、2023年 10月 19日までに代表者の氏
名又は名称及び外国人等の役員の割合並びに外国人等直接保有議決権割合を届ける必要があります。期日
までに届出がない場合については、罰則が規定されていますのでご注意ください。

また、この届出を行った後に、外資規制に関連する事項に変更があったときは、電波法第 9 条、第17
条等の規定に基づき変更の届出が必要となります。

届出書については、別添をご参照願います。

複数の対象無線局を保有し、管轄総通局が異なる場合には、一つの総通局に 1 回届出すれば良いとの
ことです。

この他、今回の改正に合わせ免許申請や再免許申請の様式に「法人番号」を記入する欄が設けられ、外
資規制対象無線局に限らず、法人又は団体の場合には「行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律」に規定する法人番号を記載することとなりました。ただし、法人番号が不明の
場合は記載を要しないと注書きされております。

なお、船舶局又は航空機局に開設する無線局については、上記改正法律（2022.6.10　法律第 63号）
の一部施行に伴い外資規制が廃止されております。
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